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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第27期中、第28期中、第28期並びに第29期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在するものの１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

３．第27期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

４．平成17年7月1日付けにて、ウェスコム株式会社と合併しております。 

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高                  （千円） 808,536 570,163 633,451 1,733,403 1,254,501 

経常利益または経常損失(△) (千円) △71,128 △14,618 △66,183 △78,587 2,136 

当期純利益または中間(当期)純損失 

(△)           （千円） 
△73,830 △10,665 △154,503 142,148 △590,166 

純資産額         （千円） 2,634,573 2,703,169 2,109,677 2,773,956 2,134,270 

総資産額         （千円） 3,051,179 3,034,288 2,585,828 3,221,292 2,463,640 

１株当たり純資産額     （円） 546.96 561.32 393.41 576.02 443.19 

１株当たり当期純利益金額または 

１株当たり中間(当期)純損失金額

(△)             (円） 

△15.33 △2.21 △30.64 29.51 △122.55 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額     （円） 
－ － － － － 

自己資本比率        （％） 86.3 89.1 81.6 86.1 86.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

             （千円） 
△49,976 109,745 74,149 35,943 214,469 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

             （千円） 
79,492 △216,322 △25,274 △60,429 △180,642 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

             （千円） 
△2,004 △35,855 6,113 △4,098 △36,067 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高       （千円） 
1,306,362 1,112,620 1,345,491 1,254,887 1,252,705 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)    （人） 

108 

(1)

86 

(1)

127 

(3)

85 

(1)

80 

(1)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第28期中、第28期並びに第29期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株

式が存在するものの１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

３．第27期中並びに第27期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．平成17年7月1日付けにて、ウェスコム株式会社と合併しております。 

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高          （千円） 729,939 552,701 613,832 1,526,561 1,215,927 

経常利益または経常損失(△) 

              （千円） 
9,084 △2,551 △47,006 70,815 △4,097 

中間(当期)純利益または中間(当期)

純損失(△)        （千円） 
6,100 △1,485 △136,286 30,852 △596,433 

資本金          （千円） 1,160,041 1,160,041 1,202,036 1,160,041 1,160,041 

発行済株式総数          （千株） 5,307 5,307 5,404 5,307 5,307 

純資産額                （千円） 2,728,572 2,694,992 2,161,293 2,755,869 2,110,157 

総資産額                （千円） 3,097,354 3,014,505 2,624,771 3,187,359 2,427,515 

１株当たり純資産額        （円） 566.48 559.62 403.03 572.26 438.18 

１株当たり中間(当期)純利益金額 

または１株当たり中間(当期)純損失

金額(△)            (円） 

1.27 △0.31 △27.03 6.41 △123.85 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額     （円） 
－ － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額 (円） － － － 7.50 7.50 

自己資本比率              （％） 88.1 89.4 82.3 86.5 86.9 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)    （人） 

81 

(1)

79 

(1)

122 

(3)

78 

(1)

75 

(1)



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。 

 また、平成17年７月１日付で、当社がウェスコム株式会社（当社の持分法適用関連会社）を吸収合併しておりま

す。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、持分法適用関連会社であったウェスコム株式会社は、平成17年７月１日付で、当社

と吸収合併しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．当社は、単一セグメントであるため事業のセグメント別人数は算定しておりません。 

２．従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均人員を( )内に外数で記載しておりま

す。 

３．前連結会計年度末に比べ従業員数47名増加、および臨時雇用者数2名増加しておりますが、これは主に平成

17年7月1日付にて持分法適用会社ウェスコム株式会社との合併に伴う増加によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を( )内に外数で記載しておりま

す。 

２．前期末に比べ従業員数47名増加、および臨時雇用者数2名増加しておりますが、これは主に平成17年7月1日

付にて持分法適用会社ウェスコム株式会社との合併に伴う増加によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 127 (3) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 122 (3) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、業績回復を果たす企業が増えているようですが、原油の異常な高騰なども

あり不安定さは免れません。当社の顧客である製造業のうち家電業界、特に情報家電分野は、ようやくユビキタス

社会に向け具体的な案件が見えてまいりました。製品売上は納期が期末(3月末)に集中することもあり、前年対比

で厳しい状況にありますが、その分システムインテグレーションに関しては好調です。電機、半導体関連の業界で

は構造的に大きく伸びる傾向は感じられません。ユビキタス社会の到来に向けた各セットメーカーの製品企画、開

発準備には時間がかかっているようです。次ステップすなわち量産体制には入っていません。当社グループの業績

も少なからず影響を受け、売上実績の低迷、納期の長期化となっています。 

（品目別業績） 

・通信 

 半導体・液晶製造装置での製造ライン向け通信システム並びに信号制御系機器向けが中心ですが、これらの納

入については下期にシフトされたこともあり今上半期においては需要減少ということがいえます。一方INS(ISDN

通信用)ボードに関してはPOSシステムや決済端末の国内納入は前年同期並みでしたが、顧客による機器の海外輸

出増があって前年同期比では微増ということになりました。この結果、売上高は、汎用通信ボードが前年同期比

61.9％減少したものの、ISDNボードは前年同期比2.2％増加となりました。 

・インターネットプロトコル 

 IPv6の市場としての広がりは、まだ期待通りとはいっていません。携帯電話、PHS等の組込み機器の市場にお

いて、IPv4のロイヤルティ収益は増加していますが、まだTCP/IPv6に関しては案件引き合い増に留まり微減とい

う状況でした。米国はIPv4の70％以上が割り当てられているとはいえ、国防総省はセキュリティの問題もあっ

て、平成20年までには全ネットワーク接続をIPv6に移行すると発表しています。一方、日本を始めとするアジア

各国あるいはヨーロッパ各国はIPv6対応を早めている状況で、各企業とも製品企画段階に入ってきています。す

なわち次世代システム向けの開発キット販売は増加傾向にあります。現在は個々の対応が主であるため、売上高

は前年同期比0.8％増加となりました。 

・リアルタイムOS 

 インターネット対象機器と同様にロイヤルティ収入が減少となっています。また無償OSであるLinux対応の組

込み機器の拡大による市場の変化があり、ITRON等あるいは当社ELXの相対的な販売減少を要因として関連製品の

前年同期比売上減少となりました。他方Windows系対象機器の案件も需要減ではあるものの特定顧客との密着ビ

ジネスによって、売上高は前年同期比26.9％増加となりました。 

・SI（カスタマイズ） 

 上記の通り、このSIは製品売上に直接関係するため、半導体・液晶製造装置向けでのCIM系特注システムは前

年同期並みとなりました。鉄道・信号制御系での通信システムは仕様化遅延等があり下期へシフトされました。

TCP/IP(v6)が製品としての売上増加がないこともあってIPv6関連の開発受託は多くありませんが、IPv4ベースで

のネットワークシステム開発意欲は高く、売上高は前年同期比34.3％増加となりました。  

・システム・ソリューション（受託） 

 一方システム・ソリューションは、大型案件が中心で携帯端末、海外向け携帯電話、駅務システムなどの開発

サービスを受託しております。このうちプロジェクトとしてまとまって受注している特に大型の案件は期末納

入・売上計上の予定となっています。当該品目は今回の合併により新たに設けたものです。 

 上半期の売上については、期初の予算通りということがいえます。上半期は受注期にあたり、後半に納入・売

上計上というパターンは変わっておりません。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は6億33百万円（前年同期比11.1％増加）となり、経常損失は66百万

円、中間純損失は1億54百万円となりました。 

 当社グループの売上高は、営業の形態として上半期に比べ下半期売上の割合が大きいため、連結会計年度の上半

期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 

 ちなみに、当中間連結会計期間の売上高は6億33百万円でありましたが、前中間連結会計期間の売上高は5億70百

万円、前連結会計年度における売上高は12億54百万円であります。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純損失が77百

万円（前中間連結会計期間は6百万円の損失）、たな卸資産の増加41百万円（前年同期比53.9％減）、配当金の支

払35百万円（同0.1％増）、無形固定資産の取得による支出25百万円（同118.2％増）等があったものの、売上債権

の減少1億4百万円（同61.7％減）、保険金受取額による収入87百万円、株式の発行による収入41百万円、合併によ

る資金の引継37百万円等により前連結会計年度末より92百万円増加し、当中間連結会計期間末の資金は13億45百万

円となりました。 

  また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において、営業活動の結果得られた資金は、74百万円（前年同期比32.4％減）となりまし

た。 

 これは主に、税金等調整前中間純損失が77百万円、たな卸資産の増加41百万円等があったものの、売上債権の減

少1億4百万円、保険金受取額87百万円等によるものであります。 

（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は、25百万円（前年同期比88.3％減）となりまし

た。 

 これは主に、無形固定資産の取得による支出25百万円等によるものであります。 

（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において、財務活動の結果得られた資金は、6百万円（前中間連結会計期間は35百万円の使

用）となりました。 

 これは、配当金の支払35百万円があったものの、株式の発行による収入41百万円によるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を品目毎に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は、販売価格によっております。 
２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。  

(2）商品仕入実績  

 当中間連結会計期間における商品仕入実績を品目毎に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は、販売価格によっております。 
２．主なものは、多品種少量の他社製パッケージ製品・ボード・パソコンであります。 
３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

製品   

通信関連             （千円） 22,426 13.3 

インターネットプロトコル     （千円） 135,622 157.6 

リアルタイムＯＳ         （千円） 10,156 551.7 

ＳＩ（カスタマイズ）       （千円） 195,910 135.9 

システム・ソリューション（受託） （千円） 129,126 － 

        合計       （千円） 493,242 123.1 

品目別の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

その他               （千円） 81,512 100.0 

         合計      （千円） 81,512 100.0 



(3）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を品目毎に示すと、次の通りであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を品目毎に示すと、次の通りであります。 

（注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別の名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

製品     

通信                 (千円) 93,730 51.3 75,956 109.3 

インターネットプロトコル     (千円) 79,836 92.5 49,204 125.2 

リアルタイムＯＳ           (千円) 17,245 69.2 8,520 31.8 

ＳＩ（カスタマイズ）       (千円) 247,504 99.5 148,507 90.5 

システム・ソリューション(受託) (千円) 206,403 － 77,277 － 

          小計           (千円) 644,718 118.8 359,465 119.9 

商品     

その他              (千円) 86,396 95.1 22,456 107.4 

           合計         (千円) 731,114 115.4 381,922 119.1 

品目別の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

製品   

通信               （千円） 95,852 44.2 

インターネットプロトコル      (千円） 111,038 100.8 

リアルタイムＯＳ          （千円） 15,925 126.9 

ＳＩ（カスタマイズ）       （千円） 199,996 134.3 

システム・ソリューション（受託） （千円） 129,126 － 

         小計      （千円） 551,938 112.9 

商品   

その他              （千円） 81,512 100.0 

         合計      （千円） 633,451 111.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

シャープビジネスコンピュータ㈱ － － 121,034 19.1 

東京エレクトロン九州㈱ 68,031 11.9 15,362 2.4 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において新たに発生した事業上対処すべき課題は、次のとおりであります。 

(1）合併による効果 

   優秀なエンジニアの確保を目途として７月１日付にて持分法適用関連会社であるウェスコム株式会社と合併を

いたしました。両社には技術的に補完関係があり、製品開発のスピードアップ、対顧客のインテグレーションサ

ービスの充実などが期待されます。一方で合併に伴う諸規程整備や社員のモチベーションを高揚させるなどを早

急に解決しなければなりません。 

４【経営上の重要な契約等】 

ウェスコム株式会社との合併 

(1）合併の目的 

 合併により、組込みシステムにおけるアプリケーションと要素技術の補完・融合を行うことにより、トータル・

ソリューション提供が可能になり、お客様のさまざまな要望にこたえられるビジネスモデルを形成します。さら

に、直接・間接ともに統合による効率化を行い、生産性の向上ひいては利益率を高め、安定的な利益体質にすると

同時に、販路拡大により個々のお客様の深掘りを行い、お客様へ提供する付加価値を高めることが可能として、も

って企業価値の最大化を目指します。 

(2）合併に関する事項 

 ① 合併方式 

  

当社を存続会社とし、ウェスコム株式会社を消滅会社とする吸収合

併方式であります。 

 ② 合併に際しての株式の発行及び割当  当社は、合併に際して、合併期日前日の最終のウェスコム株式会

社の株主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載又は記録された株主

（実質株主を含む。）に対し、その所有するウェスコム株式会社の

普通株式１株につき、当社の普通株式6株の割合をもって割当交付。

ただし、当社が所有するウェスコム株式会社の普通株式25,000株に

は割当て交付をしておりません。 

 なお、新株の発行に代えて当社の所有する自己株式を移転してお

ります。 

 ③ 資本金の増加 資本金は増加しません。 

 ④ 合併期日 平成17年7月1日 

 ⑤ 合併登記の日 平成17年7月1日 

 



５【研究開発活動】 

 研究開発費は42百万円(対売上高比6.7％、前年同期比25百万円増)となりました。IPv6関連の開発においては昨年

主要機能の開発を終えオプション開発、あるいは製品化のための作業中心となっています。来期以降に期待できる製

品の開発に係る研究開発については下期より増加する傾向にあります。 

 ⑧ 引継資産・負債の状況   

科目 金額（千円） 科目 金額（千円） 

流動資産 112,348 流動負債 74,468 

  現金及び預金 37,599   買掛金 25,652 

  受取手形 2,100   未払金 10,850 

  売掛金 58,574   未払法人税等 102 

  たな卸資産 11,564   その他 37,862 

  その他 2,889 固定負債 71,396 

  貸倒引当金 △379   社債 42,000 

固定資産  184,491   退職給付引当金 29,206 

 （有形固定資産） 88,153   その他 190 

  建物 45,846     

  土地 39,014     

  その他 3,291     

 （無形固定資産） 750     

  電話加入権 750     

 （投資その他の資産） 95,588     

  繰延税金資産 82,847     

  その他 12,740     

資産合計 296,839 負債合計 145,864 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、持分法適用関連会社のウェスコム株式会社と合併したことにより、増加した設備及

び、移転のため減少した設備は下記のとおりです。 

① 設備の増加  

② 設備の減少  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末における重要な設備の新設、除却等の計画はありませんでした。また、当中間連結会計期間にお

いて、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物及び構築物 

（千円） 

工具器具備品 
及び車両運搬具
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積千㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

 大阪本社 

 大阪市浪速区 
事務所等 1,632 2,382 － － 4,014 24 

 京阪奈情報技術研究所 

 京都府相楽郡 
研究所 34,260 － 

33,000 

(0.4)
－ 67,260 28 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物及び構築物 

（千円） 

工具器具備品 
及び車両運搬具
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積千㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

 大阪事業所 

 大阪市中央区 
事業所 89 141 － － 230 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１. 商法第289条第2項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。 

       ２.  新株予約権の行使による増加であります。 

(4）【大株主の状況】 

 （注）上記株主澤田陽氏は平成17年6月29日に逝去されましたが、平成17年9月30日現在遺産相続手続中のため株主名簿

上の名義で記載しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 21,200,000 

計 21,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

(平成17年9月30日) 
提出日現在発行数（株） 
(平成17年12月12日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

 普通株式 5,404,592 同左 
  東京証券取引所 

    マザーズ 
－ 

計 5,404,592  同左 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数（千株） 

発行済株式総数
残高（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額(千円) 

資本準備金 
残高（千円）

 平成17年8月5日(注)1 － 5,307 － 1,160,041 △473,486 300,000 

 平成17年9月30日(注)2 96 5,404 41,994 1,202,036 － 300,000 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(%) 

澤田 陽 神奈川県横浜市緑区東本郷3丁目49-B-6 1,763 32.64

株式会社ジャフコ 東京都千代田区丸の内1丁目8-2 490 9.07

村島 一彌 京都府相楽郡精華町大字南稲八妻小字丸山37 385 7.14

小川 武重 神奈川県横浜市青葉区美しが丘西2丁目8-15 166 3.07

エルミック・ウェスコム従業員持株会 神奈川県横浜市中区太田町6丁目84-2 137 2.54

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪府大阪市北区堂島浜1丁目2番-6 96 1.79

東神電気株式会社 大阪府大阪市淀川区新高1丁目3-8 72 1.33

株式会社マクニカ 神奈川県横浜市港北区新横浜1丁目6-3 60 1.11

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1丁目13-1 50 0.93

千代倉 登代子 東京都北区滝野川4丁目9-14 45 0.84

計 － 3,267 60.46



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)におけるものであります。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  41,900 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,362,100 53,621 － 

単元未満株式 普通株式    592 － － 

発行済株式総数 5,404,592 － － 

総株主の議決権 － 53,621 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

 エルミック・ウェスコム㈱ 
神奈川県横浜市中区

太田町六丁目84番地2 
41,900 － 41,900 0.78 

計 － 41,900 － 41,900 0.78 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 592 600 545 615 601 580 

最低（円） 517 490 499 501 536 495 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は次のとおりでありま

す。 

(1）新任役員 

(2）退任役員 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

就任年月日

代表取締役社長    － 村島 一彌   昭和17年12月26日生

昭和40年４月 東邦産業㈱入社 

昭和43年10月 日本エヌ・シー・アール㈱入社 

昭和57年１月 西部電子㈱(ウェスコム㈱)設立 

代表取締役就任 

平成17年7月 当社代表取締役就任（現任) 

385 
平成17年

 7月1日

  取締役  管理担当 安藤 貴三男  昭和22年７月13日生

昭和45年４月 日本エヌ・シー・アール㈱入社 

平成11年９月 ㈱北野入社 

平成12年６月 当社入社 社長室長 

平成14年10月 執行役員管理部長 

平成17年7月 取締役管理担当就任（現任） 

3 
平成17年

 7月1日

  取締役 

システムソ 

リューション

統括担当 

吉積 泰彦  昭和32年３月20日生

昭和54年４月 日本エヌ・シー・アール㈱入社 

昭和58年１月 西部電子㈱(ウェスコム㈱)入社  

平成13年10月 同社 東京事業所長 

平成14年４月 同社 製品開発部長 

平成17年７月 当社 取締役システムソリュー

ション統括担当就任（現任） 

24 
平成17年

 7月1日

役名 職名 氏名 退任年月日 

   代表取締役社長       －     澤田 陽 平成17年6月29日（死亡） 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   131,967   364,607   166,372  

２．受取手形及び売掛金    413,858   368,042   410,762  

３．有価証券   980,652   980,884   1,086,333  

４．たな卸資産   187,216   145,354   92,753  

５．その他   245,964   102,137   76,456  

  貸倒引当金   △194   △150   △179  

流動資産合計   1,959,465 64.6  1,960,875 75.8  1,832,498 74.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１  13,965   102,987   17,449  

２．無形固定資産    109,470   122,663   112,983  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  399,581    349,715    416,546    

(2）破産債権等  －    240,554    241,613    

(3）繰延税金資産  284,558    －    756    

(4）その他  270,096    48,935    80,219    

  貸倒引当金  △2,850 951,387  △239,904 399,302  △238,429 500,708  

固定資産合計   1,074,822 35.4  624,952 24.2  631,141 25.6 

資産合計   3,034,288 100.0  2,585,828 100.0  2,463,640 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   63,319   85,934   69,072  

２．未払法人税等   6,854   6,641   13,592  

３．賞与引当金   49,029   54,379   31,782  

４．その他 ※２  39,959   70,572   35,873  

流動負債合計   159,162 5.2  217,528 8.4  150,321 6.1 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   －   42,000   －  

２．退職給付引当金   －   30,408   484  

３．役員退職慰労引当  
金   166,629   177,660   171,229  

４．その他   －   2,477   －  

固定負債合計   166,629 5.5  252,546 9.8  171,714 7.0 

負債合計   325,792 10.7  470,074 18.2  322,036 13.1 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   5,327 0.2  6,075 0.2  7,333 0.3 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,160,041 38.2  1,202,036 46.5  1,160,041 47.1 

Ⅱ 資本剰余金   1,459,152 48.1  1,051,675 40.7  1,459,152 59.2 

Ⅲ 利益剰余金   287,406 9.5  △131,570 △5.1  △292,094 △11.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   △18,246 △0.6  3,347 0.1  △7,607 △0.3 

Ⅴ 自己株式   △185,184 △6.1  △15,810 △0.6  △185,220 △7.5 

資本合計   2,703,169 89.1  2,109,677 81.6  2,134,270 86.6 

負債・少数株主持分
及び資本合計   3,034,288 100.0  2,585,828 100.0  2,463,640 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１  570,163 100.0  633,451 100.0  1,254,501 100.0 

Ⅱ 売上原価   310,686 54.5  359,669 56.8  667,803 53.2 

売上総利益   259,476 45.5  273,782 43.2  586,697 46.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※２  282,360 49.5  333,541 52.6  608,072 48.5 

営業損失   22,883 △4.0  59,759 △9.4  21,374 △1.7 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  1,936   8,468   11,287   

２．受取配当金  50   60   110   

３．持分法による投資
利益  －   －   7,739   

４．匿名組合投資利益  4,285   －   4,285   

５．その他  2,676 8,948 1.5 2,388 10,916 1.7 3,539 26,960 2.2 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  －   173   －   

２．持分法による投資
損失  682   13,358   －   

３．新株発行費  －   595   －   

４．投資組合投資損失  －   3,212   －   

５．加算税等  －   －   3,054   

６．為替差損  － 682 0.1 － 17,340 2.7 394 3,449 0.3 

経常利益又は 
経常損失(△)   △14,618 △2.6  △66,183 △10.4  2,136 0.2 

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益  70   －   －   

２．レバレッジド・リ
ース解約益  49,179   －   49,179   

３．投資有価証券売却
益  －   －   3,980   

４．受取保険金  － 49,249 8.6 54,750 54,750 8.6 － 53,159 4.2 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損  ※３ 20,174   9,761   22,861   

２．貸倒引当金繰入額   1,450   1,065   236,944   

３．会員権評価損   700   700   900   

４．投資有価証券評価
損  －   229   －   

５．たな卸資産評価損  18,492   －   34,601   

６．合併費用  －   38,453   －   

７．役員弔慰金等  －   15,619   －   

８．本社移転費用  － 40,816 7.1 － 65,830 10.4 24,482 319,790 25.5 

税金等調整前中間 
(当期)純損失   6,185 △1.1  77,263 △12.2   264,494 △21.1 

法人税、住民税及び 
事業税  3,019   3,188   5,993   

法人税等調整額  3,140 6,159 1.1 75,310 78,498 12.4 319,351 325,344 25.9 

少数株主利益又は 
少数株主損失(△)   △1,679 △0.3  △1,258 △0.2  326 0.0 

中間(当期)純損失   10,665 △1.9  154,503 △24.4  590,166 △47.0 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  
前中間連結会計期間 

（自平成16年４月１日 

至平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自平成17年４月１日 

至平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自平成16年４月１日 

至平成17年３月31日） 

区 分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）              

Ⅰ 資本剰余金期首残高    1,459,152   1,459,152   1,459,152 

 Ⅱ 資本剰余金減少高              

 １．配当金  －   36,117   －   

 ２．当期未処理損失補填額  －   315,027   －   

 ３．自己株式処分差損  － － 56,331 407,476 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高    1,459,152   1,051,675   1,459,152 

               

（利益剰余金の部）              

Ⅰ 利益剰余金期首残高    334,189   △292,094   334,189 

Ⅱ 利益剰余金増加高              

１．その他資本剰余金取崩額  － － 315,027 315,027 － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高              

１．配当金  36,117   －   36,117   

２．中間(当期)純損失  10,665 46,783 154,503 154,503 590,166 626,284 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高    287,406   △131,570   △292,094 

               



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自平成16年４月１日 

至平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自平成17年４月１日 

至平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

(自平成16年４月１日 

至平成17年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期)純損失(△)  △6,185 △77,263 △264,494 

減価償却費  44,757 42,164 76,885 

長期前払費用償却費  112 245 208 

持分法による投資損失又は持分法による投資利益(△)  682 13,358 △7,739 

貸倒引当金の増加額  1,380 1,065 236,944 

賞与引当金の増加額又は減少額(△)  3,338 22,597 △13,909 

退職給付引当金の増加額  － 717 484 

役員退職慰労引当金の増加額  5,130 6,430 9,730 

受取利息及び受取配当金  △1,986 △8,528 △11,397 

支払利息  － 173 － 

匿名組合投資利益  △4,285 － △4,285 

為替差益  △165 △197 △57 

投資組合投資損失  － 3,212 － 

レバレッジド・リース解約益  △49,179 － △49,179 

投資有価証券売却益  － － △3,980 

受取保険金  － △54,750 － 

固定資産除却損  20,174 9,761 22,861 

会員権評価損  700 700 900 

投資有価証券評価損  － 229 － 

たな卸資産評価損  18,492 － － 

役員弔慰金等  － 15,619 － 

売上債権の減少額  272,693 104,453 264,059 

たな卸資産の減少額又は増加額(△)  △89,094 △41,036 23,861 

仕入債務の減少額  △63,722 △8,790 △57,968 

その他資産の増加額  △37,811 △15,574 △10,997 

その他負債の増加額又は減少額(△)  6,542 △33,442 8,553 

未払消費税等の増加額又は減少額(△)  △10,952 2,564 △11,768 

小計  110,622 △16,290 208,712 

利息及び配当金の受取額  3,978 11,864 13,100 

利息の支払額  － △346 － 

保険金受取額  － 87,435 － 

役員弔慰金等の支払額  － △3,391 － 

法人税等の支払額  △4,855 △5,121 △7,342 

営業活動によるキャッシュ・フロー  109,745 74,149 214,469 

 



  
前中間連結会計期間 

(自平成16年４月１日 

至平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自平成17年４月１日 

至平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

(自平成16年４月１日 

至平成17年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー     

投資有価証券の取得による支出  △214,048 △10,560 △314,048 

投資有価証券の売却による収入  － － 105,980 

有形固定資産の取得による支出  △240 － △8,669 

無形固定資産の取得による支出  △11,562 △25,224 △44,849 

出資金の返還による収入  － － 47,613 

長期貸付けによる支出  － △204 － 

長期貸付金の回収による収入  425 5,845 760 

長期未収入金の回収による収入  16,121 － 25,794 

敷金保証金の預入による支出  △6,400 － △16,006 

敷金保証金の返還による収入  473 5,539 24,679 

その他の投資活動による支出  △1,092 △670 △1,897 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △216,322 △25,274 △180,642 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー     

株式の発行による収入  － 41,994 － 

自己株式の取得による支出  － － △36 

配当金の支払額  △35,855 △35,881 △36,031 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △35,855 6,113 △36,067 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額  165 197 57 

Ⅴ現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△)  △142,267 55,185 △2,182 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  1,254,887 1,252,705 1,254,887 

Ⅶ合併による現金及び現金同等物の増加額  － 37,599 － 

Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  ※ 1,112,620 1,345,491 1,252,705 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   １社 (1）連結子会社の数   １社 (1）連結子会社の数   １社 

 連結子会社名 

㈱エアフォルク 

連結子会社名 

㈱エアフォルク 

連結子会社名 

㈱エアフォルク 

 (2）非連結子会社の数  ０社 (2）非連結子会社の数  ０社 (2）非連結子会社の数  ０社 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用会社数  １社 

会社名 

関連会社   ウエスコム㈱ 

(1）持分法適用会社数  ０社 

 なお、ウェスコム㈱につい

ては平成17年7月1日に当社と

合併したため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

(1）持分法適用会社数  １社 

会社名 

関連会社   ウエスコム㈱ 

 (2）持分法を適用していない関連

会社（㈱ロックハンドテクノロ

ジー）は、中間純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

(2） 同左 (2）持分法を適用していない関連

会社（㈱ロックハンドテクノロ

ジー）は、当期純損益(持分に見

合う額）及び利益剰余金(持分に

見合う額)等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、重

要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次の通

りです。 

 連結子会社の中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社は次の通

りです。 

 連結子会社の決算日が連結決算

日と異なる会社は次の通りです。 

 会社名 中間決算日

㈱エアフォルク ８月31日 

会社名 中間決算日

㈱エアフォルク ８月31日 

会社名 決算日 

㈱エアフォルク 2月28日

  中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同中間決算日現在の

財務諸表を使用しており、中間

連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

   同左  連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しており、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

 関連会社株式 

移動平均法による原価法 

関連会社株式 

同左 

関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業組合へ

の出資(証券取引法第2条

第2項により有価証券と

みなされるもの)につい

ては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法に

よっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ②たな卸資産 ②たな卸資産 ②たな卸資産 

 商品 

移動平均法による原価法 

商品 

同左 

商品 

同左 

 製品・仕掛品・原材料 

総平均法による原価法 

製品・仕掛品・原材料 

同左 

製品・仕掛品・原材料 

同左 

 (ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ①有形固定資産 

 法人税法に定める定率法 

①有形固定資産 

 法人税法に定める定率法 

（ただし、平成10年4月1日以

降に取得した建物(附属設備

を除く)については定額法） 

①有形固定資産 

 法人税法に定める定率法 

 ②無形固定資産 

 市場販売目的のソフトウェ

アについては、見込販売数量

に基づく償却額と残存有効期

間に基づく均等配分額とを比

較しいずれか大きい額を計上

する方法、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法。 

②無形固定資産 

 同左 

②無形固定資産 

 同左 

 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

①貸倒引当金 

 同左 

①貸倒引当金 

 同左 

 ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備え

るため、将来支給見込額のう

ち当中間連結会計期間負担分

を計上しております。 

②賞与引当金 

 同左 

②賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備え

るため、将来支給見込額のう

ち当連結会計年度負担分を計

上しております。 

 ③退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付

に備えるため、当中間連結会

計期間末における退職給付債

務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

 なお、当中間連結会計期間

は年金資産が退職給付債務を

上回りましたため、前払年金

費用(2,140千円）を計上して

おります。 

③退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付

に備えるため、当中間連結会

計期間末における退職給付債

務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

③退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 ④役員退職慰労引当金 

 当社は、役員の退職慰労金

の支給に備えるため当社役員

退職慰労金規程に基づく要支

給額を計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

 同左 

④役員退職慰労引当金 

 同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (ニ）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(ニ）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(ニ）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 ①匿名組合契約による持分の会

計処理 

 平成７年３月にレバレッジ

ド・リース参加契約（期間12

年）を匿名組合と締結いたし

ました。参加時点の拠出金

50,000千円は匿名組合債権と

して認識し、その後の同組合

の直近の計算期末における純

資産の当社持分相当額を匿名

組合債権又は債務として処理

し、また、同組合の当中間連

結会計期間に属する損益の当

社持分相当額を匿名組合投資

損益として処理しておりま

す。なお、当中間連結会計期

間末において当該契約は解約

されましたため、残余金分配

額等を「レバレッジド・リー

ス解約益」として特別利益に

49,179千円計上しておりま

す。 

①   ―――― ①匿名組合契約による持分の会

計処理 

 平成７年３月にレバレッジ

ド・リース参加契約（期間12

年）を匿名組合と締結いたし

ました。参加時点の拠出金

50,000千円は匿名組合債権と

して認識し、その後の同組合

の直近の計算期末における純

資産の当社持分相当額を匿名

組合債権又は債務として処理

し、また、同組合の当連結会

計年度に属する損益の当社持

分相当額を匿名組合投資損益

として処理しております。な

お、当連結会計年度において

当該契約は解約されましたた

め、解約時点までの損益は匿

名組合投資損益として処理

し、解約により発生した残余

金分配額等を「レバレッジ

ド・リース解約益」として特

別利益に49,179千円計上して

おります。 

 ②消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

②消費税等の会計処理 

 同左 

②消費税等の会計処理 

 同左 

  

  

③法人税、住民税及び事業税の

税額計算 

 当事業年度の利益処分にお

いて取崩すことを予定してい

るプログラム準備金及び特別

償却準備金の額を反映させて

計算しております。 

③    ―――― ③    ―――― 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなります。 

 同左  同左 

前中間連結会計期間 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準）   

       ──────  当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31日)を

適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

                      ────── 

   

  

 (中間連結貸借対照表） 

  前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「繰延税金資

産(固定)」(当中間連結会計期間末の残高は609千円)は、資産の総

額の100分の5以下となったため、投資その他の資産の「その他」

に含めて表示することにしました。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  投資活動によるキャッシュ・フローの「敷金保証金の預入によ

る支出」は、前中間連結会計期間は「その他の投資活動による支

出」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため

区分掲記しております。 

  なお、前中間連結会計期間の「その他の投資活動による支出」

に含まれている「敷金保証金の預入による支出」は、△1,302千円

であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  投資活動によるキャッシュ・フローの「敷金保証金の預入によ

る支出」は、当中間連結会計期間において、金額的重要性が乏し

くなったため「その他の投資活動による支出」に含めておりま

す。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他の投資活動による支出」

に含まれている「敷金保証金の預入による支出」は△50千円であ

ります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

        ──         ──  当社とウェスコム株式会社は平成17年3月25日

に、平成17年7月1日を合併期日とする合併契約

書に調印しました。当該合併契約は平成17年5月

20日開催の当社とウェスコム株式会社の臨時株

主総会において、それぞれ承認されました。合

併契約の要旨は次のとおりであります。 

(1）合併期日   

平成17年7月1日 

    

  

(2）合併方式   

当社を存続会社とする吸収合併方式であ

ります。 

    

  

(3）合併比率     

ウェスコム株式会社の普通株式1株に対し

て、当社の普通株式6株を割当て交付しま

す。ただし、当社が所有するウェスコム株

式会社の普通株式25,000株には割当て交付

しないこととします。 

    

  

(4）合併交付金  

合併交付金の支払はありません。 

    

  

(5）合併により発行する株式 

合併に際して、ウェスコム株式会社の株

主に割当てる普通株式は、450,000株であり

ます。なお、新株の発行に代えて当社の所

有する自己株式を移転するものとします。 

    

  

(6）配当起算日  

当社がウェスコム株式会社の株主に移転

する株式にかかる配当起算日は、平成17年4

月1日であります。  

  (7）財産の引継 

合併期日においてウェスコム株式会社の

資産、負債及び権利義務の一切を引き継

ぐ。 

なお、ウェスコム株式会社の平成17年3月

31日現在の財務状態は次のとおりでありま

す。 

 資産合計 582,783 千円 

 負債合計 331,509 千円 

 資本合計 251,274 千円 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

   該当事項はありません。 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

101,689千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

128,530千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

90,823千円であります。 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２．消費税等の取扱い 

 同左 

※２． 

――――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．当社グループの売上高は、通常の営業

形態として、上半期に比べ下半期に受注

製作する割合が大きいため連結会計年度

の上半期の売上高と下半期の売上高との

間に著しい相違があり、上半期と下半期

の業績に季節的変動があります。 

※１． 同左 ※１． 

――――― 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次の通りであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次の通りであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次の通りであります。 

給与手当 84,147千円 

賞与引当金繰入額 19,880千円 

役員退職慰労引当金繰入額 5,130千円 

研究開発費 17,030千円 

役員報酬 35,849千円 

給与手当 72,280千円 

賞与引当金繰入額 13,729千円 

役員退職慰労引当金繰入額 6,430千円 

研究開発費 42,633千円 

販売促進費 56,698千円 

給与手当 170,671千円 

賞与引当金繰入額 12,913千円 

役員退職慰労引当金繰入額 9,730千円 

研究開発費 80,978千円 

※３．固定資産除却損は、ソフトウェアの除

却によるものであります。 

※３．固定資産除却損の内訳は次の通りであ

ります。 

建物 89千円 

工具器具備品 168千円 

ソフトウェア 9,504千円 

※３．固定資産除却損の内訳は次の通りであ

ります。 

建物 1,786千円 

工具器具備品 901千円 

ソフトウェア 20,174千円 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成16年９月30日） （平成17年９月30日） （平成17年３月31日） 

現金及び預金勘定 131,967千円 

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

(有価証券） 980,652千円 

現金及び現金同等物 1,112,620千円 

現金及び預金勘定 364,607千円 

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

(有価証券） 980,884千円 

現金及び現金同等物 1,345,491千円 

現金及び預金勘定 166,372千円 

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

(有価証券） 1,086,333千円 

現金及び現金同等物 1,252,705千円 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上額 
        （千円） 

差額（千円） 

(1）株式 8,060 8,780 720 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 214,048 193,330 △20,717 

③ その他 － － － 

(3）その他 102,000 103,060 1,060 

合計 324,108 305,170 △18,937 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 880,631 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 100,020 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 11,354 

合計 992,007 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上額 
        （千円） 

差額（千円） 

(1）株式 8,060 11,160 3,100 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 224,608 227,142 2,534 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 232,668 238,302 5,634 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 880,859 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 100,024 

投資事業組合出資金 96,788 

非上場株式 11,124 

合計 1,088,796 



前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 、当中間連結会計期間（自 平成17年４

月１日 至 平成17年９月30日） 及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 
       （千円） 

差額（千円） 

(1）株式 8,060 9,380 1,320 

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 214,048 203,940 △10,107 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 222,108 213,320 △8,787 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 880,747 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 205,585 

投資事業組合出資金 100,000 

非上場株式 11,354 

合計 1,197,687 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日） 及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結グループは通信・リアルタイムＯＳ関連製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属する製品

等の製造、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日） 及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日） 及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

      海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 561円32銭 

１株当たり中間純損失金額   2円21銭 

１株当たり純資産額   393円41銭 

１株当たり中間純損失金額  30円64銭 

１株当たり純資産額  443円19銭

１株当たり当期純損失金額 122円55銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、１株当たり中間純損失が

計上されているため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり中間純損失であるため記載して

おりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。 

   

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純損失        （千円） 10,665 154,503 590,166 

普通株主に帰属しない金額     （千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 （千円） 10,665 154,503 590,166 

期中平均株式数          （千株） 4,815 5,042 4,815 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権（ス

トックオプション）１種類

（目的となる株式の対象は

普通株式であり、株式の数

は156,000株)であります。 

  新株予約権1種類。な

お、この新株予約権は合併

によりウェスコム株式会社

から承継したものであり、

平成17年9月30日においてす

べて行使されております。 

  旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権1種

類。なお、行使期間は平成

17年3月31日まででありま

す。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  124,953   352,769   159,899   

２．受取手形   87,192   77,490   91,868   

３．売掛金  310,684   283,873   305,528   

４．有価証券  980,652   980,884   1,086,333   

５．たな卸資産  183,905   132,945   87,918   

６．その他   244,394   101,445   64,754   

  貸倒引当金  △100   △100   △100   

流動資産合計    1,931,683 64.1   1,929,309 73.5  1,796,203 74.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 13,395   102,593   16,986   

２．無形固定資産              

(1）ソフトウェア 
  仮勘定  7,405   36,406   15,185   

(2）その他  103,512   135,768   100,560   

無形固定資産合計  110,918    172,174    115,746    

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  316,525   346,215   324,674   

(2）関係会社株式  93,500   28,500   93,500   

(3）破産債権等  －   240,554   241,613   

(4）繰延税金資産  284,237   －   －   

(5）その他  267,096   45,326   77,219   

  貸倒引当金  △2,850   △239,904   △238,429   

投資その他の資産合計  958,509    420,693    498,579    

固定資産合計   1,082,822 35.9  695,461 26.5  631,312 26.0 

資産合計   3,014,505 100.0  2,624,771 100.0  2,427,515 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  62,899   82,784   66,755   

２．未払法人税等  6,764   6,551   13,412   

３．賞与引当金  45,629   54,379   31,782   

４．その他 ※２ 37,590   67,215   33,693   

流動負債合計   152,883 5.1  210,930 8.1  145,644 6.0 

Ⅱ 固定負債           

１. 社債  －   42,000   －   

２. 退職給付引当金  －   30,408   484   

３. 役員退職慰労引当金  166,629   177,660   171,229   

４．その他  －   2,477   －   

固定負債合計   166,629 5.5  252,546 9.6  171,714 7.1 

負債合計   319,513 10.6  463,477 17.7  317,358 13.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,160,041 38.4  1,202,036 45.8  1,160,041 47.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  773,486   300,000   773,486   

２．その他資本剰余金  685,665   808,006   685,665   

資本剰余金合計   1,459,152 48.4  1,108,006 42.2  1,459,152 60.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金  269,983   －   269,983   

２．中間未処分利益又は 
  中間(当期)未処理損 
  失(△) 

 9,936   △136,286   △585,011   

利益剰余金合計   279,920 9.3  △136,286 △5.2  △315,027 △13.0 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   △18,937 △0.6  3,347 0.1  △8,787 △0.4 

Ⅴ 自己株式   △185,184 △6.1  △15,810 △0.6  △185,220 △7.6 

資本合計   2,694,992 89.4  2,161,293 82.3  2,110,157 86.9 

負債資本合計   3,014,505 100.0  2,624,771 100.0  2,427,515 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１  552,701 100.0  613,832 100.0  1,215,927 100.0 

Ⅱ 売上原価   295,409 53.4  350,667 57.1  650,157 53.5 

売上総利益   257,291 46.6  263,165 42.9  565,769 46.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   272,772 49.4  320,981 52.3  591,118 48.6 

営業損失   15,480 △2.8  57,816 △9.4  25,349 △2.1 

Ⅳ 営業外収益 ※２  12,928 2.3  14,791 2.4  24,701 2.1 

Ⅴ 営業外費用 ※３  － －  3,981 0.7  3,449 0.3 

経常損失   2,551 △0.5  47,006 △7.7  4,097 △0.3 

Ⅵ 特別利益 ※４  49,179 8.9  54,750 8.9  53,159 4.4 

Ⅶ 特別損失 ※５  42,857 7.7  65,860 10.7  321,916 26.5 

税引前中間純利益又は
税引前中間(当期)純損
失(△) 

  3,769 0.7  △58,115 △9.5  △272,853 △22.4 

法人税、住民税及び事
業税  2,928   3,098   5,813   

法人税等調整額  2,325 5,254 1.0 75,072 78,170 12.7 317,765 323,579 26.7 

中間(当期)純損失   1,485 △0.3  136,286 △22.2  596,433 △49.1 

前期繰越利益   11,421   －   11,421  

中間未処分利益又は 
中間(当期)未処理損失
(△) 

  9,936   △136,286   △585,011  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業組合へ

の出資(証券取引法第2条

第2項により有価証券と

みなされるもの)につい

ては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法に

よっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 商品 

移動平均法による原価法 

商品 

同左 

商品 

同左 

 製品・仕掛品・原材料 

総平均法による原価法 

製品・仕掛品・原材料 

同左 

製品・仕掛品・原材料 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 法人税法に定める定率法 

(1）有形固定資産 

 法人税法に定める定率法 

（ただし、平成10年4月1日以降

に取得した建物(附属設備を除

く)については定額法） 

(1）有形固定資産 

法人税法に定める定率法 

 (2）無形固定資産 

 市場販売目的のソフトウェア

については、見込販売数量に基

づく償却額と残存有効期間に基

づく均等配分額とを比較し、い

ずれか大きい額を計上する方

法、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利

用可能期間(5年)に基づく定額

法。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備える

ため、将来支給見込額のうち当

中間会計期間負担分を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備える

ため、将来支給見込額の当期負

担分を計上しております。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。なお、当中間会計期間は年

金資産が退職給付債務を上回り

ましたため、前払年金費用

(2,140千円)を計上しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため役員退職慰労金規程に

基づく要支給額を計上しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

４．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）匿名組合契約による持分の会

計処理 

 平成7年3月にレバレッジド・

リース参加契約(期間12年)を匿

名組合と締結いたしました。参

加時点の拠出金50,000千円は匿

名組合債権として認識し、その

後の同組合の直近の計算期末に

おける純資産の当社持分相当額

を匿名組合債権又は債務として

処理し、また、同組合の当期に

属する損益の当社持分相当額を

匿名組合投資損益として処理し

ております。なお、当中間会計

期間末において当該契約は解約

されましたため、残余金分配額

等を「レバレッジド・リース解

約益」として特別利益に49,179

千円計上しております。 

(1）   ――――― 

  

(1）匿名組合契約による持分の会

計処理 

 平成7年3月にレバレッジド・

リース参加契約(期間12年)を匿

名組合と締結いたしました。参

加時点の拠出金50,000千円は匿

名組合債権として認識し、その

後の同組合の直近の計算期末に

おける純資産の当社持分相当額

を匿名組合債権又は債務として

処理し、また、同組合の当期に

属する損益の当社持分相当額を

匿名組合投資損益として処理し

ております。なお、当事業年度

において当該契約は解約されま

したため、解約時点までの損益

は匿名組合投資損益として処理

し、解約により発生した残余金

分配額等を「レバレッジド・リ

ース解約益」として特別利益に

49,179千円計上しております。 

 (2) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 

 (3) 法人税、住民税及び事業税の

税額計算 

 当事業年度の利益処分におい

て取崩すことを予定しているプ

ログラム準備金及び特別償却準

備金の額を反映させて計算して

おります。 

(3)   ――――― (3)   ――――― 

  

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準）  

        ──────  当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年8月9日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日)を適用

しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「投資有価証券」は、前中間会計期間まで、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末に

おいて資産の総額の100分の5を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金額は、21,474

千円であります。 

            ―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    ――――――     ――――――  当社とウェスコム株式会社は平成17年3月25

日に、平成17年7月1日を合併期日とする合併

契約書に調印しました。当該合併契約は平成

17年5月20日開催の当社とウェスコム株式会社

の臨時株主総会において、それぞれ承認され

ました。合併契約の要旨は次のとおりであり

ます。 

(1）合併期日   

平成17年7月1日 

    (2）合併方式   

当社を存続会社とする吸収合併方式で

あります。 

    (3）合併比率     

ウェスコム株式会社の普通株式1株に対

して、当社の普通株式6株を割当て交付し

ます。ただし、当社が所有するウェスコ

ム株式会社の普通株式25,000株には割当

て交付しないこととします。 

    (4）合併交付金  

合併交付金の支払はありません。 

    (5）合併により発行する株式 

合併に際して、ウェスコム株式会社の

株主に割当てる普通株式は、450,000株で

あります。なお、新株の発行に代えて当

社の所有する自己株式を移転するものと

します。 

    (6）配当起算日  

当社がウェスコム株式会社の株主に移

転する株式にかかる配当起算日は、平成

17年4月1日であります。 

    (7）財産の引継  

合併期日においてウェスコム株式会社

の資産、負債及び権利義務の一切を引き

継ぐ。なお、ウェスコム株式会社の平成

17年3月31日現在の財務状態は次のとおり

であります。 

 資産合計 582,783 千円 

 負債合計 331,509 千円 

 資本合計 251,274 千円 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

   該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるも

のはありません。 

前中間会計期間末 
   （平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
   （平成17年９月30日） 

前事業年度 
    （平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

   100,641千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

   127,306千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

   89,669千円であります。 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※２．消費税等の取扱い 

同左 

※２．   ―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．当社の売上高は、通常の営業形態とし

て、上半期に比べ下半期に受注製作する

割合が大きいため、事業年度の上半期の

売上高と下半期の売上高に季節的変動が

あります。 

※１．    同左 ※１．   ―――――― 

※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 992千円 

受取配当金 2,550千円 

有価証券利息 943千円 

業務受託料 2,310千円 

匿名組合投資利益 4,285千円 

受取利息 58千円 

受取配当金 3,185千円 

有価証券利息 8,409千円 

業務受託料 1,770千円 

受取利息 1,402千円 

受取配当金 2,610千円 

有価証券利息 9,883千円 

業務受託料 4,620千円 

匿名組合投資利益 4,285千円 

※３．  ―――――― ※３．営業外費用のうち主要なもの ※３．営業外費用のうち主要なもの 

      社債利息 173千円 

 新株発行費 595千円 

 投資組合投資損失 3,212千円 

加算税等 3,054千円 

為替差損 394千円 

※４．特別利益のうち主要なもの ※４．特別利益のうち主要なもの ※４．特別利益のうち主要なもの 

レバレッジド・リース解約益 49,179千円 受取保険金 54,750千円 レバレッジド・リース解約益 49,179千円

投資有価証券売却益 3,980千円

※５．特別損失のうち主要なもの ※５．特別損失のうち主要なもの ※５．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 22,215千円 

棚卸資産評価損 18,492千円 

会員権評価損 700千円 

貸倒引当金繰入額 1,450千円 

固定資産除却損 9,761千円 

会員権評価損 700千円 

貸倒引当金繰入額 1,095千円 

合併費用 38,453千円 

役員弔慰金等 15,619千円 

投資有価証券評価損 229千円 

固定資産除却損 24,902千円 

貸倒引当金繰入額 237,029千円 

会員権評価損 900千円 

棚卸資産評価損 34,601千円 

本社移転費用 24,482千円 

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

有形固定資産 1,661千円 

無形固定資産 44,315千円 

有形固定資産 2,288千円 

無形固定資産 43,680千円 

有形固定資産 3,812千円 

無形固定資産 74,394千円 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 559円62銭 

１株当たり中間純損失金額 0円31銭 

１株当たり純資産額   403円03銭

１株当たり中間純損失金額  27円03銭

１株当たり純資産額 438円18銭

１株当たり当期純損失金額   123円85銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり中間純損失であるため記載して

おりません。 

        同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり当期純損失であるため記載して

おりません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純損失          (千円） 1,485 136,286 596,433 

普通株主に帰属しない金額     （千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純損失  （千円） 1,485 136,286 596,433 

期中平均株式数          （千株） 4,815 5,042 4,815 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権（ス

トックオプション）１種類

（目的となる株式の対象は

普通株式であり、株式の数

は156,000株)であります。 

 新株予約権1種類。なお、

この新株予約権は合併によ

りウェスコム株式会社から

承継したものであり、平成

17年9月30日においてすべて

行使されております。 

  旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権１種

類。なお、行使期間は平成

17年3月31日まででありま

す。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第28期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月28日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

    平成１６年１２月７日 

       

株式会社エルミックシステム    

取締役会 御中    

    

       

  新日本監査法人 

     

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 濱吉 廣務  印 

     

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 橋本 登志雄 印 

     

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 若松 昭司  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エルミックシステムの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社エルミックシステム及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

    平成１７年１２月１２日 

       

エルミック・ウェスコム株式会社    

取締役会 御中    

    

       

  新日本監査法人 

     

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 濱吉 廣務  印 

     

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 若松 昭司  印 

     

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 麻生 和孝  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエ

ルミック・ウェスコム株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、エルミック・ウェスコム株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成１６年１２月７日

株式会社エルミックシステム  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 濱吉 廣務  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 橋本 登志雄 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 若松 昭司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エルミックシステムの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第28期事業年度の中間会計期間（平

成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社エルミックシステムの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成１７年１２月１２日

エルミック・ウェスコム株式会社  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 濱吉 廣務  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 若松 昭司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 麻生 和孝  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエ

ルミック・ウェスコム株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第29期事業年度の中間会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、エルミック・ウェスコム株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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